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[単位：円]

Ⅰ 当期未処分利益 44,429,841,510
当期総利益 44,429,841,510

Ⅱ 利益処分額
積立金 44,207,007,480

　 教育研究診療等充実積立金 222,834,030 222,834,030 44,429,841,510

国立大学法人法第35条におい
て準用する独立行政法人通則
法第44条第3項により文部科学
大臣の承認を受けた額

利益の処分に関する書類

（令和６年２月１６日）



注 記

I. 重要な会計方針

 当事業年度より、国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大

学法人会計基準注解」報告書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月10日

改訂））及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する

実務指針」（文部科学省 日本公認会計士協会 令和５年４月 13 日最終改訂）（以下

「国立大学法人会計基準等」という。）を適用しております。なお、国立大学法人会計

基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については、令和５

事業年度から適用します。

１. 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

 原則として、期間進行基準を採用しております。なお、「基幹運営費交付金」及

び「特殊要因運営費交付金」については、文部科学省の指定に従い、事項毎に期間

進行基準、業務達成基準又は費用進行基準を採用しております。また、国立大学法

人九州大学業務達成基準取扱要項に基づき、総長が指定した事業については、業務

達成基準を採用しております。 

２. 減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

 定額法を採用しております。耐用年数については、法人税法上の耐用年数を

基準としております。主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 ２～50年  構 築 物 ３～60年 

工具器具備品 ２～20 年  医 療 用 機 器 ２～10 年 

なお、受託研究等収入により購入した償却資産については当該受託研究等期

間を耐用年数としております。 

 また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 78）及び資産除去債務に対

応する特定の除去費用等（国立大学法人会計基準第 85）に係る減価償却相当額

については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しており

ます。 

(2) 無形固定資産

 定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、

法人内における利用可能期間（５年）を耐用年数としております。 

３. 引当金の計上基準

(1) 徴収不能引当金及び貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金及び見積額の計上基準

役員及び教職員に対して支給する賞与（期末手当及び勤勉手当）のうち、運
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営費交付金により財源措置がなされないものについては、その支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

 また、上記以外の役員及び教職員に対して支給する賞与については、運営費

交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金を計上しておりません。 

 なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、

当事業年度末の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当額を差し引いた額を

計上しております。 

(3) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

 運営費交付金により財源措置がなされない職員に対しては、退職給付に備え

るため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき退職給付引当金

を計上しております。 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準を適用しております。 

 過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理することとしております。数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

 運営費交付金により財源措置がなされる職員に対しては、退職給付に係る引

当金は計上しておりません。 

 なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当

額は、国立大学法人会計基準第 82に基づき計算された退職一時金に係る退職給

付引当金の当期増加額を計上しております。 

(4) 環境対策引当金

 運営費交付金で財源措置されない低濃度ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄

物の処理費用について、今後発生すると見込まれる額を計上しております。 

４. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的債券   償却原価法（定額法） 

(2) 関 係 会 社 株 式   移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券

市場価格のないもの  移動平均法による原価法 

５. たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産（貯蔵品）

評価基準  低 価 法 評価方法  最終仕入原価法 

(2) 医薬品及び診療材料

評価基準  低 価 法 評価方法  移 動 平 均 法 
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 ただし、評価方法については当面の間、最終仕入原価法によることとしてお

ります。 

６. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

 また、使途を特定した寄附金の運用に係る外貨建有価証券等は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は寄附金債務として処理しております。 

７. リース取引の会計処理

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 また、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティン

グ・リース取引の未経過リース料は以下のとおりです。 

貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料  21,110 千円 

貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料  40,166 千円 

８. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

（会計方針の変更） 

会計基準の改訂に伴う資産見返負債の計上の廃止 

前事業年度まで運営費交付金、授業料、寄附金を財源として固定資産を取得し 

た場合、資産見返負債を計上し、減価償却に伴い同額を収益に振り替えておりま 

したが、当事業年度より改訂後の国立大学法人会計基準等を適用し、固定資産を 

取得した時点で収益を計上することとし、資産見返負債は計上しておりません。 

なお、改訂後の国立大学法人会計基準等に従って、前事業年度末の資産見返負債 

は当期首に臨時利益に計上しております。 

この結果、経常収益が 1,334,788千円減少するとともに、臨時利益が 44,137,838 

千円増加、臨時損失が 376,273千円増加し、当期純利益及び当期総利益が 42,426,775 

千円増加しております。 

また、前事業年度の貸借対照表における「資産見返補助金等」は当事業年度より

「長期繰延補助金等」、「建設仮勘定見返施設費」は「預り施設費」としてそれぞ

れ表示しておりますが、損益に与える影響はありません。

（表示方法の変更） 

純資産の部 

損益外減価償却累計額、損益外減損損失累計額及び損益外利息費用累計額につい 

て、国立大学法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より減価償却相当累計額、

減損損失相当累計額及び利息費用相当累計額として表示しております。 

損益外除売却差額相当額について、前事業年度まで資本剰余金に含めて表示して 

おりましたが、国立大学法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、資本剰余 

金の控除項目の除売却差額相当累計額として表示しております。 
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損益外除売却差額相当額について表示方法を変更したことにより、新たに除売却 

差額相当累計額の科目を設けて当期首残高として▲5,589,320千円を計上し、資本 

剰余金の当期首残高が 5,589,320 千円増加しております。 

II. 貸借対照表関係

１. 担保資産

 大学改革支援・学位授与機構長期借入金 24,637,193 千円（一年以内返済予定長

期借入金 3,224,938 千円を含む。）の担保に供しているものは次のとおりです。 

土地 14,461,962千円 

建物 18,611,240千円 

２. 賞与引当金の見積額

運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は 2,548,090千円です。 

３. 退職給付引当金の見積額

運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は 26,550,454千円です。 

４. コミットメントライン契約

効率的な運転資金の調達を図るため、取引銀行と金銭消費貸借契約を締結し、コ

ミットメントラインを設定しております。

この契約に基づく事業年度末の借入実行残高は次のとおりです。

令和５年３月 31 日 

コミットメントラインの総額 46,450,000 千円 

借入実行残高 46,450,000 千円 

差引額   －千円 

５. 決算日における債務保証の総額

令和５年３月 31日現在の債務保証の総額は 3,440,340千円です。 

６. 長期立替金

  伊都キャンパス統合移転事業で発生した費用のうち、土地売却収入での精算を

予定している金額を長期立替金として表示しております。 

７. その他固定負債

 民間事業者が自己資金で建設したうえ、無償で使用できることを条件に当法人

へ所有権を移転した施設（(伊都)総合研究棟(理学系)他施設整備事業に係るプロ

ジェクトスペース等）について、当法人が施設を使用させる義務に伴い負う債務

（施設の帳簿価額相当額）をその他固定負債として表示しております。 

８. 利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

(1) 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借

入金見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等
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によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計    84,427,832 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計  74,924,416 千円 

利益剰余金に与える影響額（差引）    9,503,416 千円 

(2) 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合い

の収益化額が二重になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額

のうち、資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収

益化累計額

 1,611,662 千円 

(3) 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収

入のうち、国からの出資でなく譲与としたことによるもの

 1,149,304 千円 

(4) 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療

材料について、国からの出資でなく譲与としたことによるもの

   515,668 千円 

 12,780,051 千円 

III. 損益計算書関係

１. 臨時利益のうち、資産見返運営費交付金等戻入 19,425,390 千円、資産見返寄附金

戻入 9,044,594 千円、資産見返物品受贈額戻入 15,526,759 千円、建設仮勘定見返

運営費交付金等戻入 199,156千円、建設仮勘定見返寄附金戻入 1,080千円、工業所

有権仮勘定見返運営費交付金等戻入 7,951 千円、工業所有権仮勘定見返寄附金戻

入9,349千円は会計基準改訂に伴い期首に計上した資産見返負債の収益化額です。

２. 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

(1) 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借

入金見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等

によるもの

附属病院に関する借入金の元金償還額   4,478,758 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費 2,870,232 千円 

当期総利益に与える影響額（差引） 1,608,525 千円 

(2) 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合い

の収益化額が二重になっていることによるもの

 法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上してい

た額のうち、資産の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負

債の収益化額 

  15千円 

 1,608,540千円 
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３. 財務収益におけるその他には、ライセンス等の対価として受領した新株予約権の権

利行使により取得した有価証券の売却益 27,452千円が含まれております。

IV. 純資産変動計算書関係

１. 積立金の国庫納付等

(1) 前中期目標期間最終年度の積立金の期末残高は 3,719,560千円であり、これに

前中期目標期間の最終年度の未処分利益 4,710,081千円及び教育研究診療等充

実積立金の使用残額 2,817,892 千円、前中期目標期間繰越積立金の使用残額

6,586,407 千円を加えると、積立金は 17,833,942 千円となります。

(2) この積立金 17,833,942 千円のうち、今中期目標期間の業務の財源及び固定資

産の見合い等として繰越の承認を受けた額は 17,833,932 千円であり、差し引

き 10 千円については国庫に納付しております。

２. 資本剰余金の当期首残高

令和４事業年度純資産変動計算書における狭義の資本剰余金の当期首残高は、

令和３事業年度貸借対照表における資本剰余金期末残高から除売却差額相当累計

額を控除した額です。 

令和３事業年度貸借対照表 

資本剰余金期末残高       207,796,853 千円 

令和４事業年度純資産変動計算書 

資本剰余金当期首残高       213,386,173 千円 

除売却差額相当累計額当期首残高 ▲5,589,320 千円 

V. キャッシュ・フロー計算書関係

１. 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

令和５年３月 31日 

  現金及び預金 32,616,842千円 

  うち定期預金   19,723,495千円 

  （差引）資金残高  12,893,346千円 

２. 重要な非資金取引の内容

(1) 当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の

額はそれぞれ 149,186 千円です。

(2) 当事業年度に受け入れた現物寄附の額は 1,813,940 千円です。

VI. 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

１．業務費用 

(1) 損益計算書上の費用  136,035,473 千円 

(2) （控除）自己収入等 ▲102,745,259 千円 
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 業務費用合計  33,290,213千円 

２．資本剰余金を減額したコスト等 7,270,457千円 

３．機会費用 

国又は地方公共団体の無償又は減額された 

使用料による貸借取引の機会費用  41,040 千円 

政府出資の機会費用 771,512 千円  812,552 千円 

４．国立大学法人等の業務運営に関して国民の 

負担に帰せられるコスト  41,373,224 千円 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における 

機会費用の計上方法 

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方

法近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 10 年利付政府保証債の令和５

年３月末利回りを参考に 0.320％で計算しております。

（控除）自己収入等には、会計基準改訂に伴い期首に臨時利益に計上した資産見返

負債戻入 16,165,289 千円が含まれております。 

VII. 減損会計関係

１．減損の認識 

  当事業年度において、以下の資産について減損処理いたしました。 

(1) 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

 （単位：千円） 

用途 種類 場所 帳簿価額 

教育・研究施設（粕屋） 土地 糟屋郡篠栗町 2,461,292 

教育・研究施設（百道浜） 建物 福岡市早良区 403,904 

職員宿舎（多々良） 建物 福岡市東区 25,064 

立体駐車場（馬出） 建物 福岡市東区 22,564 

事務用ソフトウェア ソフトウェア 福岡市西区 171 

(2) 減損の認識に至った経緯

 教育・研究施設（粕屋）の土地については、市場価格が著しく低下している

ため、減損を認識し、帳簿価額を回収可能サービス価額まで減額しております。 

 教育・研究施設（百道浜）及び立体駐車場（馬出）の建物については、全部 

につき使用しないという決定を行ったため、減損を認識し、帳簿価額を回収可 

能サービス価額まで減額しております。 

 職員宿舎（多々良）の建物については、使用実績が著しく低下しているため、 

減損を認識し、帳簿価額を回収可能サービス価額まで減額しております。 

 事務用ソフトウェアについては、別のシステムへの移行に伴い、今後使用し 

ないという決定が行われたため、減損を認識し、帳簿価額を回収可能サービス 

価額まで減額しております。 
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(3) 減損額の内訳

  （単位：千円） 

種類 
損益計算書 

計上額 

損益計算書に計上していない額 

計 減損損失 

相当額 
その他 

土地等 396,591 670,962 - 1,067,553 

ソフトウェア 171 - - 171 

(4) 減損の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合の当該資産

の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由

教育・研究施設（百道浜）、職員宿舎（多々良）及び立体駐車場（馬出）の 

建物については、当該建物とこれに附属している設備は一体となって、その 

サービスを提供するため、これらを一体として判定しております。

(5) 回収可能サービス価額の算定方法

教育・研究施設（粕屋）の土地については、固定資産の市場価格が著しく低 

下し減損を認識しているため、回収可能サービス価額として正味売却価額を採 

用しております。正味売却価額は市場価値に基づいて算出しております。 

教育・研究施設（百道浜）及び立体駐車場（馬出）の建物については、固定 

資産の全部につき使用しないという決定を行ったことにより減損を認識してい 

るため、回収可能サービス価額として使用価値相当額を採用しております。使 

用価値相当額は、今後の使用見込みがないため、備忘価額としております。 

職員宿舎（多々良）の建物については、固定資産の使用実績が著しく低下し 

ていることにより減損を認識しているため、回収可能サービス価額として使用 

価値相当額を採用しております。使用価値相当額は、当該資産の帳簿価額に当 

該資産につき使用が想定されていない部分以外の部分の割合を乗じて算出した 

価額を用いております。 

事務用ソフトウェアについては、今後使用しないという決定を行ったことに 

より減損を認識しているため、回収可能サービス価額として使用価値相当額を 

採用しております。使用価値相当額は、今後の使用見込みがないため、０とし 

ております。 

２．減損の兆候 

 当事業年度において、以下の資産について減損の兆候が認められました。 

(1) 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

   （単位：千円） 

用途 種類 場所 帳簿価額 

百年講堂（馬出） 建物 福岡市東区 324,338 

外国人等宿泊施設（馬出） 建物 福岡市東区 21,747 

教育・研究施設（九重筋

湯） 
建物 

大分県玖珠郡 

九重町 
108,525 

研究機器（馬出） 工具器具備品 福岡市東区 95,415 
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(2) 認められた減損の兆候の概要 

   百年講堂（馬出）、外国人等宿泊施設（馬出）及び教育・研究施設（九重筋 

湯）については、新型コロナウイルス感染症の影響により使用実績が著しく 

低下しているため、当該資産について減損の兆候を認めております。 

  研究機器（馬出）については、機器の不調により使用実績が著しく低下して 

いるため、当該資産について減損の兆候を認めております。 

 

(3) 減損の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合の当該資産の  

概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由 

百年講堂（馬出）、外国人等宿泊施設（馬出）及び教育・研究施設（九重筋 

湯）の建物については、当該建物とこれに附属している設備は一体となって、 

そのサービスを提供するため、これらを一体として判定しております。 

 

(4) 減損を認識しない根拠 

      百年講堂（馬出）、外国人等宿泊施設（馬出）及び教育・研究施設（九重筋 

湯）については、新型コロナウイルス感染症の影響による一時的な業務実績の 

低下であるため、減損を認識していません。 

研究機器（馬出）については、機器の不調による一時的な業務実績の低下が 

見られたが、今後の使用のための修繕を行い、業務実績の回復が見込まれてい 

るため、減損を認識していません。 

 

VIII. 資産除去債務関係 

１. 資産除去債務の内容についての簡潔な説明 

  不動産使用貸借契約に伴う原状回復義務及び「建設工事に係る資材の再資源化等

に関する法律（建設リサイクル法）」に関する特定建設資材に係る分別解体等及び

特定建設資材廃棄物の再資源化に要する費用について資産除去債務を計上しており

ます。 

 

２. 支出発生までの見込期間、適用した割引率等の前提条件 

 使用見込期間を建物の耐用年数を参考に主に 35～47 年と見積もり、割引率は

0.656%～2.292%を使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

３. 資産除去債務の総額の期中における増減内容 

   期首残高                338,276 千円 

   時の経過による調整額           5,613千円 

   期末残高                343,890 千円 

 

IX. 金融商品関係 

１. 金融商品の状況に関する事項 

 当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、

また、資金調達については、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構及び金融機

関からの借入れにより実施しております。 

 資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47

17



条及び国立大学法人法第 34条の３第２項の規定に基づき、公債、Ａ格以上の社債及

びＡＡＡ格の外貨建ての債券等を保有しております。なお、当該運用資産は、金利

や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含していますが、資金運用管理

方針に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況や管理運用業務の実施状

況を監視するために設置された資金運用ワーキンググループに報告しています。 

  未収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っております。 

 大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備

資金、金融機関からの長期借入金は伊都キャンパスへの移転事業資金であり、文部

科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

 期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表に含めておりません。また現

金は注記を省略しており、預金、未収入金、譲渡性預金及び未払金は短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額(*1) 
時価(*1) 差額(*1) 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

①満期保有目的債券 

(2) 大学改革支援・学位授与 

機構債務負担金 

(3) 長期借入金 

(4) PFI債務 

 

10,364,736 

 

(3,440,340) 

(71,087,193) 

(2,082,899) 

 

10,133,284  

 

(3,449,532)  

(71,076,278) 

(2,107,272) 

 

▲231,451 

 

(9,192) 

(▲10,914) 

(24,372) 

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注 1）新株予約権（貸借対照表計上額 1,458 千円）については重要性が乏しいと 

判断し、「(1)投資有価証券および有価証券」に含めておりません。 

 

（注 2）市場価格のない株式等は次のとおりです。 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 32,330 

関係会社株式 18,547 

 

（注 3）長期立替金は時価を把握することが極めて困難と認められるため注記して

おりません。 

 

 

３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の三つのレベルに分類しております。 
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レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能

なインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。 

  時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

時価(*1) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1) 投資有価証券及び有価証券

①満期保有目的債券

(2) 大学改革支援・学位授与

機構債務負担金

(3) 長期借入金

(4) PFI債務

1,009,960 

- 

- 

- 

9,123,324 

(3,449,532) 

(71,076,278) 

(2,107,272) 

  - 

- 

- 

- 

10,133,284 

(3,449,532) 

 (71,076,278) 

(2,107,272) 

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(1)投資有価証券及び有価証券

国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。日本国債は

活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類してお

ります。一方で、当法人が保有している米国債、地方債及び社債は、市場で

の取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、そ

の時価をレベル２の時価に分類しております。

(2)大学改革支援・学位授与機構債務負担金、(3)長期借入金及び(4)PFI 債務

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は PFI 事

業を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算出して

おり、レベル２の時価に分類しております。

  ただし、金融機関とのコミットメントライン契約による長期借入金につい

ては変動金利であり、市場リスクは低いと考えられるため当該帳簿価額によ

っております。  

X. 退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要 

 当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公

務員共済組合法の退職等年金給付制度を採用しております。退職一時金制度では、

給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、原則法により退職給付引当金及

び退職給付費用を計算しております。 

19



２．確定給付制度 

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 期首における退職給付債務             447,232千円 

  勤務費用                     74,905千円 

  利息費用                      3,130千円 

  数理計算上の差異の当期発生額          ▲2,837千円 

  退職給付の支払額                 ▲24,313千円 

  過去勤務費用の当期発生額             ▲8,192 千円 

 期末における退職給付債務             489,923千円 

 

(2)退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 非積立型制度の未積立退職給付債務         489,923千円 

 未認識数理計算上の差異                47,726千円 

 未認識過去勤務費用                ▲8,188千円 

 退職給付引当金                  450,385千円 

 

(3)退職給付に関連する損益 

 勤務費用                      74,905千円 

 利息費用                        3,130 千円 

 数理計算上の差異の当期の費用処理額          16,963 千円 

 過去勤務費用の当期費用処理額             ▲4千円 

  合 計                      94,994千円 

 

(4)数理計算上の計算基礎に関する事項 

 期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

 割引率  1.0％ 

 

３．退職等年金給付制度 

   当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は 302,442 千円です。 

 

XI. 重要な債務負担行為 

重要な債務負担行為は以下のとおりです。 

 

１. ＰＦＩ事業に係る債務負担行為 

                                （単位：千円） 

件      名 契約金額 翌期以降支払額 

(伊都)総合研究棟(理学系)他施設整備事業 17,502,316 2,892,560 

 

２. 長期の工事請負契約に係る債務負担行為 

                                （単位：千円） 

件      名 契約金額 翌期以降支払額 

（医病）別府病院病棟・診療棟等新営その他工

事 

2,512,400 2,102,328 

20



（医病）別府病院病棟・診療棟等新営その他電

気設備工事 

880,000 863,808 

（医病）別府病院病棟・診療棟等新営その他機

械設備工事 

1,283,700 1,226,703 

（箱崎）旧工地区跡地汚染土壌処理等工事 359,700 215,820 

（医病）基幹・環境整備（空調設備等改修）工

事 

350,900 140,360 

（筑紫）筑紫国際交流会館整備等事業 1,237,867 1,237,867 

XII. 重要な後発事象

該当事項はありません。
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 11-3 退職給付引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

12.資産除去債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

13.保証債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 

14.目的積立金の取崩しの明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

15.業務費及び一般管理費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 

16.運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

 16-1 運営費交付金債務  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

 16-2 運営費交付金収益  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

17.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

 17-1 施設費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

 17-2 補助金等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 

18.役員及び教職員の給与の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 

19.開示すべきセグメント情報  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 

20.寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細 

20-1 寄附金債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

20-2 寄附金の受入額の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

21.受託研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

22.共同研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

23.受託事業等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

24.科学研究費助成事業等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 

25.上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細・・・・・・・・・・・・ ２３ 

26.特定関連会社  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

27.関連会社 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

28.関連公益法人等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 
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